
都市農業振興に向けた支援制度の充実について 

 

 国は、都市農業の安定的な継続を図るとともに、多様な機能

の適切かつ十分な発揮を通じて良好な都市環境の形成に資する

ことを目的として、平成２７年４月に都市農業振興基本法（以

下、「基本法」という。）を制定し、基本法第９条の規定に基づ

き、平成２８年５月に都市農業振興基本計画（以下、「基本計画」

という。）を閣議決定した。 

 これを受け、国土交通省においては、第１９３回国会に都市

緑地法等の一部を改正する法律を提出し、生産緑地法の改正を

行うとともに、生産緑地地区の指定要件の緩和など運用の改善

を図った。 

 また、農林水産省においては、生産緑地地区の区域内におけ

る農地の貸借をしやすくする都市農地の貸借の円滑化に関する

法律を平成３０年９月１日から施行した。 

 併せて、財務省においては、平成３０年度税制改正において、

これらの法律に基づき、農地等の相続税等の納税猶予制度の見

直しなど所要の税制改正を行った。 

 基本法の目的である都市農業の安定的な継続を図り、都市農

業の有する機能の適切かつ十分な発揮を通じて、良好な都市環

境を形成するためには、より一層の支援制度の充実が望まれる。 

 ついては、都市農業のさらなる振興を図るために、国におい

ては、次の事項に関する支援制度について特段の措置を講じら

れるよう、九都県市首脳会議として要望する。 

 

１ 相続税等納税猶予制度について、一定の土地利用制限のも 

 と、農業経営に必要な農機具倉庫、農産物販売施設、畜舎、 

 農業用井戸などの農業用施設用地も対象を拡大するなど、相 

 続税等の軽減措置を講じること。 



２ 自治体が都市緑地としてその多様な機能を発揮できると判 

 断し、買取申出がされた生産緑地を買取りできるよう、財政 

 的な支援を拡充すること。 

３ 改正生産緑地法の円滑な施行に向けて、統一的なガイドラ 

 インの早期作成や事務の簡略化など「特定生産緑地制度」の 

 円滑な指定を行うための支援の充実を図ること。 

４ 特定生産緑地制度が導入されるにあたり、生産緑地からや 

 むを得ず特定生産緑地に移行できなかった都市農地について、 

 追加指定の意向が示された場合の救済策を講じること。 

５ 認定農業者等の個人が、市民農園や体験農園を開設する際 

 にも、交付金等の対象となるよう支援の拡充を講じること。 
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